
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（協力要請推進枠）の実施内容及び効果（令和３年度実施計画分）

交付金充当
経費

1 商工政策課
新型コロナ感染拡大防止緊急対
策事業

【協力金事業】
7月21日～8月3日の14日間を対象とした営業時間短縮要請に伴う協力金を支給する。

①売上高方式
時短要請に協力する飲食店の売上高に応じて日額2.5万円～7.5万円の協力金を支給

②売上高減少額方式
時短要請に協力する飲食店の売上高減少額に応じて日額～20万円の協力金

447件の飲食店及び喫茶店に支給決定を行い、新型コロナウイルス
感染症で大きな影響を受ける県内事業者の事業継続及び感染拡大
防止に貢献した。

202,873,000 162,298,000

2 商工政策課
新型コロナ感染拡大防止緊急対
策事業

【協力金事業】
8月9日～8月22日の14日間を対象とした営業時間短縮要請に伴う協力金を支給する。

①売上高方式
時短要請に協力する飲食店の売上高に応じて日額2.5万円～7.5万円の協力金を支給

②売上高減少額方式
時短要請に協力する飲食店の売上高減少額に応じて日額～20万円の協力金

435件の飲食店及び喫茶店に支給決定を行い、新型コロナウイルス
感染症で大きな影響を受ける県内事業者の事業継続及び感染拡大
防止に貢献した。

194,252,000 155,401,000

3 商工政策課
コロナ禍事業継続緊急応援事業
（コロナ禍売上減少支援枠）

【酒類販売事業者に対する支援金】
酒類の提供を停止する飲食店と取引のある酒類販売事業者に対し、上乗せや要件緩和を行
う。

13件の酒類販売事業者に支援を行い、新型コロナウイルス感染症で
大きな影響を受ける県内事業者の事業継続に貢献した。

2,600,000 2,080,000

4 商工政策課
新型コロナ感染拡大防止緊急対
策事業にかかる事務費

広報費用（新聞広告）
営業時間短縮要請区域、実施機関等の周知にあたり、新聞広告を２
回掲載した。

444,000 444,000

400,169,000 320,223,000
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